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連 結 注 記 表
　
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等
１．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 18社
主要な連結子会社の名称 フジテック アメリカ INC.（米国）

フジテック シンガポール CORPN. LTD.（シンガポール）
華昇富士達電梯有限公司（中国）
フジテック（HK）CO., LTD.（香港）

連結子会社であったフジテック ドイツ GmbH（ドイツ）は、出資持分の全てを譲渡したことに伴い、
当連結会計年度末より連結の範囲から除外しています。

(2) 主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社 フジテック アルゼンチーナ S.A.（アルゼンチン）
連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および
利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の
範囲から除外しています。

　
２．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した非連結子会社の数および主要な会社の名称

該当事項はありません。
(2) 持分法を適用しない非連結子会社の名称等

持分法を適用していない非連結子会社（フジテック アルゼンチーナ S.A. 他）は、当期純損益（持分に
見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に
及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外していま
す。
　

３．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
①有価証券の評価基準及び評価方法
非連結子会社株式および関連会社株式…移動平均法による原価基準
その他有価証券
・時価のあるもの …… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・時価のないもの …… 移動平均法による原価基準
②デリバティブの評価基準及び評価方法 …… 時価法
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③たな卸資産の評価基準及び評価方法
主として個別法または総平均法による原価基準（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）
主として定率法を採用していますが、一部の在外連結子会社は定額法を採用しています。
ただし、当社では、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しています。
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　 建物及び構築物 ３～50年
　 機械装置及び運搬具 ２～20年
　 工具、器具及び備品 ２～20年
②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しています。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によってい
ます。
③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　 …………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

(3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金 …… 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しています。

②賞与引当金 …… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計
上しています。

③役員賞与引当金 …… 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上
しています。

④工事損失引当金 …… 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における未引
渡工事のうち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積も
ることが可能な工事について、損失見込額を計上しています。

⑤完成工事補償引当金 …… 完成工事に係る無償補償費に充てるため、完成工事売上高に対し、将来発
生が見込まれる無償補償費の見積額を計上しています。

　
(4) その他連結計算書類作成のための重要な事項
①連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度末日は、すべて12月31日であります。なお、連結計算書類の作成にあたっては、同
日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行って
います。
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②重要な収益及び費用の計上基準
　完成工事高および完成工事原価の計上基準
　・当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事
　 … 工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
　・その他の工事 … 工事完成基準
③退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産を
控除した金額を計上しています。
　・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっています。

　・数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法によ
り費用処理しています。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しています。
なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末要
支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しています。

④重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は当期の損益として処理していま
す。
在外子会社等の資産および負債は、決算日の直物為替相場により円換算し、収益および費用は期中平均相場
により円換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および非支配株主持分に含めて計上して
います。なお、在外子会社等の決算日から連結決算日までの間に為替相場に重要な変動があった場合には、
在外子会社等の貸借対照表項目を連結決算日の為替相場で円貨に換算しています。
⑤消費税等の会計処理
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。
⑥のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、20年間の定額法により償却を行っています。
⑦ヘッジ会計の方法
　・ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジによっています。また、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引につい
ては、特例処理を採用しています。一部の連結子会社の為替予約取引については、ヘッジ会計を適用し
ておりません。

　・ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 ヘッジ対象
金利スワップ 借入金
為替予約 外貨建予定取引、預金
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　・ヘッジ方針
デリバティブ取引に関して、リスクヘッジを目的とする取引を各社財務部門にて行っており、ヘッジ対
象に係る金利変動リスクおよび為替相場変動リスクを一定の範囲内でヘッジしています。

　・ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の
累計または相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しています。
ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しています。
　

追加情報
当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行ってい
ます。
(1) 取引の概要
当社は「フジテック社員持株会」（以下「当社持株会」という。）に加入する従業員のうち一定の要件を充足
する者を受益者とする信託を、2013年９月25日に設定しました。当該信託は2013年９月から６年間にわた
り当社持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を、予め定める取得期間中に取得し、その後、当該信託
は当社株式を毎月一定日に当社持株会に売却します。

(2) 信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用を除く。）により、純資産の部に自己株式と
して計上しています。当連結会計年度末の当該自己株式の帳簿価額および株式数は373百万円、346千株で
す。

(3) 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額 当連結会計年度 219百万円
　

連結貸借対照表に関する注記
１．担保資産
担保に供している資産および担保付債務は次のとおりです。
建物及び構築物 2,561百万円
機械装置及び運搬具 109百万円
土 地 280百万円
　 計 2,951百万円
短期借入金 190百万円
　
２．有形固定資産の減価償却累計額 28,052百万円
　

３．受取手形割引高 135百万円
　

４．保証債務
他の会社の金融機関からの借入等に対し、債務保証を行っています。
（借入金保証）

　 フジテック アルゼンチーナ S.A. 1百万円
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類および総数

　

株式の種類 当連結会計年度期首
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

普通株式 93,767 ― ― 93,767
　
２．配当に関する事項
(1) 配当金支払額

　

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円) 基準日 効力発生日

2017年６月22日
定時株主総会 普通株式 1,215 15.00 2017年３月31日 2017年６月23日

2017年11月10日
取締役会 普通株式 1,215 15.00 2017年９月30日 2017年12月１日

(注)従業員持株会支援信託ＥＳＯＰとして保有する当社株式に対する配当金として、2017年６月22日定時株主総
会決議の配当金の総額には６百万円、2017年11月10日取締役会決議の配当金の総額には５百万円を含めてい
ます。

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2018年６月22日開催の定時株主総会の議案として、普通株主の配当に関する事項を次のとおり提案
しています。

　

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり

配当額（円) 基準日 効力発生日

2018年６月22日
定時株主総会 普通株式 1,621 利益剰余金 20.00 2018年３月31日 2018年６月25日

(注)2018年６月22日定時株主総会決議の配当金の総額には、従業員持株会支援信託ＥＳＯＰとして保有する当社
株式に対する配当金６百万円を含めています。

　
３．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種
類および数
　 普通株式 67千株
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針
当社グループは、主に昇降機･電気輸送機の生産、販売、据付、保守事業を行うための設備投資資金を内部
資金または借入により調達しています。一時的余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転
資金を内部資金または短期の借入により調達しています。デリバティブは、為替または金利変動リスクを回
避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針です。

　
(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社
は与信管理規定に従い、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定
期的に把握する体制としています。連結子会社においても、同様の管理を行っています。また、当社グルー
プがグローバルに事業を展開していることから生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されて
いますが、必要に応じて先物為替予約を利用してヘッジしています。
投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する企業の
株式であり、定期的に時価を把握し、取引先との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しています。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。また、その一部には、原
材料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されていますが、恒常的に同じ外貨建て
の売掛金残高の範囲内にあります。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は、主に設備投資に必要な資
金の調達を目的としたものです。長期借入金の一部は変動金利であるため金利の変動リスクに晒されていま
すが、必要に応じて金利スワップ取引を利用してヘッジしています。
デリバティブ取引は、外貨預金に係る為替変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予約取引および
長期借入金に係る金利変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引です。デリバティブ取引に
関して、当社グループは、リスクヘッジを目的とした取引を各社財務部門において行っており、その結果は、
当社財務本部および財務担当役員に報告されています。なお、デリバティブ取引の利用にあたっては、信用
リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っています。

　
(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含
まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ
とにより、当該価額が変動することもあります。また、「2. 金融商品の時価等に関する事項」におけるデリ
バティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すもの
ではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2018年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていません。 ((注２) 参照)

(単位:百万円)
連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 49,856 49,856 ―
(2) 受取手形及び売掛金 53,411 51,899 △1,512
(3) 投資有価証券
　 その他有価証券 9,295 9,295 ―
(4) 長期貸付金 216 219 3
資産 計 112,779 111,271 △1,508
(1) 支払手形及び買掛金 16,150 16,150 ―
(2) 電子記録債務 4,714 4,714 ―
(3) 短期借入金 3,451 3,451 ―
(4) 長期借入金(※1) 960 959 △0
負債 計 25,277 25,277 △0
デリバティブ取引(※2）
ヘッジ会計が適用されていないもの 34 34 ―
ヘッジ会計が適用されているもの (31) (31) ―
デリバティブ取引 計 3 3 ―
(※1)長期借入金には１年内返済予定の長期借入金を含めています。
(※2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については（ ）で示しています。
(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　 資 産

(1) 現金及び預金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっていま
す。

(2) 受取手形及び売掛金
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間および信用リスクを加
味した利率等により割り引いた現在価値によっています。

(3) 投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっています。

(4) 長期貸付金
長期貸付金の時価の算定は、回収可能性を反映した元利金の受取見込額を残存期間に対応する安全性の
高い利率で割り引いた現在価値により算定しています。
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　 負 債
(1) 支払手形及び買掛金、(2) 電子記録債務および(3) 短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっていま
す。

(4) 長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り
引いて算定する方法によっています。変動金利による長期借入金の一部については、金利スワップの特
例処理の対象とされ、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、新規に同様の借入
を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定しています。

　 デリバティブ取引
取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しています。
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい
るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しています。
　

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　 (単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

投資有価証券
　その他有価証券
　 非上場株式 112

　関係会社株式 1,161
これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを合理的に見積もることができず、時
価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券 その他有価証券」には含めていませ
ん。

　
１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,243円 46銭
１株当たり当期純利益 109円 82銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 109円 73銭
(注) １株当たり情報の算定上の基礎となる期末の普通株式の数および普通株式の期中平均株式数について、その

計算において控除する自己株式に、従業員持株会支援信託ＥＳＯＰとして保有する当社株式を含めていま
す。

　
(注) 連結計算書類の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
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個 別 注 記 表
　
重要な会計方針に係る事項
　
１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式および関連会社株式…… 移動平均法による原価基準
その他有価証券
・時価のあるもの ……決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）
・時価のないもの ……移動平均法による原価基準

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
個別法または総平均法による原価基準（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）……定率法を採用しています。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用していま
す。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　 建物及び構築物 ３～50年
　 機械装置及び車両運搬具 ２～12年
　 工具、器具及び備品 ２～16年
（少額減価償却資産）取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産につ
いては、法人税法の規定に基づき、３年間で均等償却を行っています。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）……定額法を採用しています。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に
基づく定額法によっています。

(3) リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

…………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。
　
３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金 … 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しています。

(2) 賞与引当金 … 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計
上しています。

(3) 役員賞与引当金 … 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上
しています。
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(4) 工事損失引当金 … 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における未引渡工
事のうち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もるこ
とが可能な工事について、損失見込額を計上しています。

(5) 完成工事補償引当金 … 完成工事に係る無償補償費に充てるため、完成工事売上高に対し、将来発
生が見込まれる無償補償費の見積額を計上しています。

(6) 退職給付引当金 … 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務およ
び年金資産の見込額に基づき、計上しています。
・退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間
に帰属させる方法については、給付算定式基準によっています。
・数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（10年）による定額法により費用処理しています。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞ
れ発生の翌事業年度から費用処理しています。
なお、未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の貸借対照表に
おける取扱いは連結計算書類と異なります。

４．収益及び費用の計上基準
完成工事高および完成工事原価の計上基準
・当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事
　 … 工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
・その他の工事 … 工事完成基準

５．外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務については、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は当期の損益として処
理しています。

６．ヘッジ会計の方法
(1) ヘッジ会計の方法
原則として繰延ヘッジによっています。また、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引について
は、特例処理を採用しています。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）
　金利スワップ 借入金

(3) ヘッジ方針
デリバティブ取引に関して、リスクヘッジを目的とする取引を財務本部にて行っており、ヘッジ対象に係る
金利変動リスクおよび為替相場変動リスクを一定の範囲内でヘッジしています。

(4) ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計
または相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しています。ただ
し、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しています。

７．消費税等の会計処理………消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。
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追加情報
当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行ってい
ます。
(1) 取引の概要
当社は「フジテック社員持株会」（以下「当社持株会」という。）に加入する従業員のうち一定の要件を充足
する者を受益者とする信託を、2013年９月25日に設定しました。当該信託は2013年９月から６年間にわた
り当社持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を、予め定める取得期間中に取得し、その後、当該信託
は当社株式を毎月一定日に当社持株会に売却します。

(2) 信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用を除く。）により、純資産の部に自己株式と
して計上しています。当事業年度末の当該自己株式の帳簿価額および株式数は373百万円、346千株です。

(3) 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額 当事業年度 219百万円
　

貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 18,037百万円
　
２．保証債務
他の会社の金融機関からの借入等に対し、債務保証を行っています。
（借入金保証）

　 フジテック アメリカ INC. 106百万円
　 フジテック コリア CO., LTD. 600百万円
　 フジテック アルゼンチーナ S.A. 1百万円

707百万円
（その他支払保証）

　 フジテック アメリカ INC. 65百万円
　 フジテック カナダ INC. 135百万円

200百万円
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３．関係会社に対する金銭債権債務
　 短期金銭債権 2,502百万円
　 長期金銭債権 1,168百万円
　 短期金銭債務 235百万円
　 長期金銭債務 956百万円
　
損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営 業 収 益 2,536百万円
営 業 費 用 4,270百万円
営業取引以外の取引高 2,537百万円

　
株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類および総数に関する事項

　

株式の種類 当事業年度期首
株式数（千株)

当事業年度
増加株式数（千株)

当事業年度
減少株式数（千株)

当事業年度末
株式数（千株)

普通株式 13,162 0 109 13,053
(注) 当事業年度末の普通株式の自己株式の株式数は、単元未満株式の買取りによる215千株、従業員持株会支援

信託ＥＳＯＰとして保有する当社株式346千株および自己株式取得による12,491千株です。
　

税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
関係会社株式評価損 788百万円
退職給付引当金 186百万円
賞与引当金 608百万円
貸倒引当金 38百万円
未払事業税 79百万円
完成工事補償引当金 61百万円
工事損失引当金 1,441百万円
その他 380百万円

　 　繰延税金資産 小計 3,585百万円
評価性引当額 △1,007百万円
　 繰延税金資産 合計 2,578百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △1,364百万円
繰延税金負債 合計 △1,364百万円

繰延税金資産の純額 1,213百万円
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関連当事者との取引に関する注記
１．役員および個人主要株主等

(単位：百万円)
　

種類 会社等の名称
議決権等の
所 有 ( 被 所
有)割合(％)

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

役員およびそ
の近親者が議
決権の過半数
を所有する会
社等

株式会社
ウチヤマ・
インター
ナショナル
（注２)

被所有
直接 6.22

不動産の賃借
役 員 の 兼 任 建物の賃貸借

(注５) 37 敷金 1

高輪FTイン
ベストメント
合同会社
（注３）

― 不動産の賃借 建物の賃貸借
(注５） 176 ― ―

サント
株式会社
（注４）

― 不動産の賃借 建物の賃貸借
(注５） 12 敷金 45

　

(注) １．取引金額には消費税等を含めていません。
２．当社の代表取締役社長 内山高一およびその近親者が議決権の100％を直接所有しています。
３．株式会社ウチヤマ・インターナショナルの100％子会社です。
４．当社の代表取締役社長 内山高一の近親者が議決権の90％を直接所有しています。
５．取引条件および取引条件の決定方針等
賃借料については、近隣の取引価格を参考にして決定しています。

　
２．子会社および関連会社等

(単位：百万円)
　

種類 会社等の名称
議決権等の
所 有 ( 被 所
有)割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社

フジテック
アメリカ
INC.

所有
直接 100.00

当社製品、半製品の販売
資金貸付、債務保証
役員の兼任

資金の貸付
(注１) ― 長期貸付金 956

利息の受取
(注１) 1 流動資産

その他 0

債務保証
(注２) 171 ― ―

フジテック
(HK)
CO., LTD.

所有
直接 100.00

当社製品、半製品の販売
資金借入
役員の兼任

資金の借入
(注３) ―

短期借入金 ―

長期借入金 956

利息の支払
(注３) 7 未払費用 0

　

取引条件および取引条件の決定方針等
(注) １．資金の貸付は、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。

２．銀行借入等につき、債務保証を行ったもので、保証料は受領していません。
３．資金の借入は、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。
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１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 707円 29銭
１株当たり当期純利益 83円 14銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 83円 07銭
(注) １株当たり情報の算定上の基礎となる期末の普通株式の数および普通株式の期中平均株式数について、その

計算において控除する自己株式に、従業員持株会支援信託ＥＳＯＰとして保有する当社株式を含めていま
す。

　
(注) 計算書類の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
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